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オレは技術者だと，誇り高く語れる日を目指して

1 .私的なまえがき

1952年，大学 3年生のときに生まれて初めて学会な

るものに入会した。毎月配られてくる日本機械学会誌を

舷しいようなまなざしで手にしてから，もう 48年が過

ぎ去った。次に入ったのは日本航空宇宙学会で， 1965年

NASAに研究に赴くのに先立って， Aerospaceに色づ

けするため急逮入会した。いまも続いているが，これは

会誌積ん読会員に終始している。三つめの学会，日本ガ

スタービン学会に入会したのは 1972年だから，創立以

来の会員である。ガスタービンは，私を技術者の道に駆

り立てた張本人だから，学会にも応分のお手伝いをした

つもりである。その後いろいろな学会が誕生するたびに，

断り不全症候群の私は次々に入会し，現在は国内国際合

わせると十指に余る学協会を「会費を納める」という形

で応援している。

ガスタービン学会に入会したのと同じ年に，日本工業

教育協会(現在は日本工学教育協会)にも入会している。

格別教育に熱心だ、ったわけでもないが，周りの先生達で

会員になっているひとが余りにも少なく，組織の犠牲に

なったつもりで入会した。それともひょっとすると，私

は潜在的に教育に熱心だ、ったのかも知れない，ふふふ。

1992年， 34年間務めた東大を定年で辞して，現在の

工学院大学に移った。移るに当たって考えた。研究室を

軌道に乗せて，価値のある研究成果を継続的に産み出す

態勢を築くには，少なくとも十年はかかる D 私に与えら

れた時間は余りにも短い。それならd思い切って，研究の

最前線でしのぎを削る現役研究者達がしり込み寸る仕事

をヲ|き受けて，彼らの後方支援をしよう。それは，教育

や研究の環境を改善する仕事であり，また我々が育てる

技術者が，それぞれに生き生きと活躍でき符ダ社会を実現

することである。

私のそのような思いは，東西冷戦の終結，バブル経済

の破綻に続く社会の大きな変動の中で，新しい時代のパ

ラダイムを求める動きとうまくマッチして予想以上の進

展を見せた。現在私は，日本学術会議の工学関係の部長

を務めるかたわら， 102の工学系学協会の集合体である

日本工学会の会長を引き受けている。いささか大げさな

表現をすれば，延べ 60万人の傘下学協会の会員を代表

するだけではなく，日本の 240万技術者を代弁する責任
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がある，と，思っている。以下の小文は，そのような活動

報告のーっとしてお読みいただきたい。

2.学尊業卑とプロフェッショナル軽視の伝統

長い文化の伝統を誇る我が国では，それぞれの時代を

通じて学問を尊ぶ気風が生き続けてきた。それは支配層

から庶民層まで階層を超えた共通の気風であり，二宮尊

徳の例が示すように，貧しさの中にあっても学問を希求

する心構えが最大の美徳として称揚さJtた。最高「学」

府で、学ぶ機会を得なかった親たちが，子供に「学」を与

えようと，どんなに大きな犠牲を払っていることか。

これに比べると，「なりわい」に関わる「業Jは，医

者とか右筆とかの特殊な例を除けば卑賎なものとされた。

これは士農工商という身分制度の下層部分と業が重なり

合い，業を修得することは，世過ぎ口過ぎの便法に過ぎ

ないという意識が染み付いてきたからであろう。では，

学は何ゆえに尊いのか，改めて考える必要がある。

孤立した個人が備える学は，単なる個人の持ち物に過

ぎない。その学が社会的な意味を持つためには，その学

を他者に伝えて社会全体の知とするか，あるいは自らの

業の中にその学を活かして業を高めるかの何れかの途し

かない。前者は限られた人(教育者・研究者)にのみ許

される途であり，大多数のものにとって学を活かす途は

後者にある。

学と業はこのように一体である。学業とは単に「学び

習うことJ(広辞苑)を超えて，「学びそれを業に活かす

こと」でなければならない。むしろ教育勅語にある「学

ヲ修メ業ヲ習ヒ以テ知能ヲ啓発シ…」という一節が，学

業の本来の意味を示している。学校の始まりを入学式と

呼ぴ，終わりを卒業式と呼ぶ。卒学式とは呼ばない意味

を改めて考える必要がある。

学を尊ぶあまり業を軽視する我が国では，プロフエツ

ショナル(知的専門職業人)を認知・尊敬する気風が薄

い。わずかに医者や弁護士は社会的に尊敬されているが，

これは希少な例外である。社会の機能が日々つつがなく

果たされていることを陰で支えている多数のプロは，軽

視，いや無視され続けてきた。

それでも，これまでの日本はそれなりに安全で、信頼の

おける社会を築いてきた。それは個人が企業(官民を含

む)という組織の中で終身雇用の殻に守られてすっぽり

収まり，企業がそれぞれに社会に対する責任を果たして

きたからであろう(組織基盤型社会)。いまやその構図
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は崩壊しつつある。多くの民間企業は，グローバルな生

き残り競争の中で，社会的責任に対する意識が希薄にな

りつつある。また雇用の殻は一層不確かなものと変わっ

て，個人はもはや企業の中で安住することが許されなく

なった。我々は，企業人(組織人)である前に，先ず個

人として自立することが求められるようになった。

様々な職種のプロががっちりとしたネットワークを組

み，それが社会全体を覆い尽くして日々の安定と信頼を

担って行く。そのプロたちが，世界標準を満たす能力に

裏付けられていれば，我々は 21世紀の潮流であるグロー

バリゼーションにも容易に対応してゆくことができる

(個人基盤型社会)。そのような社会を実現するための第

一歩が，プロフェッショナル軽視の風潮を乗り越えるこ

とにあると思われる。図 1は，上述の社会基盤の変化を

示すイメージ図である。

組織基盤型社会では，赤い袋(企業)の中には赤い玉

(従業員)が詰まっており，従業員は企業の殻を超えて

直接社会と向かい合う意識が不要で、あった。隣の青い袋

には青い玉が詰まっており，赤い玉を青い袋に入れると，

青く染まるまでほとんど新人としてやり直す必要があっ

た。

これからの個人基盤型社会では，例えば医者という専

門職は，社会全体に張り巡らせたネットワークを通じて

国民の健康と生命を守ってゆく。難度の高い医療には，

勿論大病院という組織が不可欠である。しかし組織の中

には，自立した個人がある。同様に技術者も，ネットワー

クを組んで、技術を基盤とした近代社会を支え，国民の安

全を守ってゆかねばならない。多様な職種の専門職が，

専門性と倫理感に裏付けられてそれぞれの責任を果たし

てゆけば，安定して信頼できる社会が築かれるはずで、あ

る。我々は，いままさに，社会の形態が移り変わる途中

の苦しい段階にある。

3.学位と職位

学位 (academicdegree) とは，高等教育修了に対応

して大学等の学位授与機関が認定と登録を行い，学歴の

組織基盤型社会 個人基盤型社会

図1 組織から個人へ社会基盤の変革

指標として用いる称号である。我が国では，大学学部卒

で学士，大学院修士課程修了で修士，博士課程修了また

はそれと同等で博士の学位が授与される(高等専門学校

および短期大学卒は準学士と称することができる)。登

録の事実に反する学位の詐称は，特別な被害が出ない限

りは単なる嘘つきとして終わってしまうが，例えば公職

選挙のような公的な場における学位詐称は，公職選挙法

によって処罰の対象となる。我が国の学制は，戦後アメ

リカに倣って 6334の新制度に改められた。従って，制

度的にはアングロサクソン系のそれと整合性があり，我

が国の学士，修士，博士はそのまま Bachelor，Master， 

Doctorと対応している。

一方，医師，技術士，建築士などで代表される専門職

業資格は，職位 (professionaldegree/ qualification)に

属する。高度の専門的知識や技能を要する職業に就く能

力を有することを，固またはそれを代行する機関が認定

して資格を授与する。資格には，その性格に応じて免許

(license) と登録 (register)がある。ある専門職業に

従事するためには絶対必要な資格が免許であり，医師や

建築士がこれに該当する。一方我が国の技術士は， 240

万人といわれている技術者のうち 4万人弱しか保有して

いないきわめて難度の高い技術者資格であるが，独占的

専管業務を持たないため能力証明の登録に止まっている。

学位と職位の扱いについては，表 1のように国際対比で

きる。

職位は個人の属性である。戦後の我が国産業の歴史的

大発展は，むしろ組織基盤型社会における集団主義の功

績であったことは自明である。その中で技術士などの個

人資格を求めるものは，集団の中の異端児として冷視さ

れる風潮すらあった。これが，イギリスの技術者が CEng

を持つ比率に比べ，日本の技術者が技術士を持つ比率が

十分のーにも及ばないという結果を招いた。

また大学など高等教育機関の教育者には，専門職育成

の意識が欠知してきたため，学位と職位の連携を考える

ことは全くなかった。

いま，潮流は集団主義から個人の力にと大きく変わろ

うとしている。そのような時代の流れを読みながら，我

が国における学位と職位の関わりをどのように設計すべ

表1 工学系における学位と職位の国際対比

てここ アングロサクソン ヨーロッパ大陸 日本

諸国 諸国

学位 BS， MS， 学士、修士、
Academic PhD ドイツの例: 博士
degree 

Dipl.-Ing.， 
職位 PE (USA) 技術士、

Professional 

CPCFEEEnng gne(RC仏Ya回nuasdt』a} 

Dr.-Ing. 建築士など
qualification 

特色 学位と職位の分離 学位と職位の 学位は職位を
一体化 前提とせず

学伎は織位の前提 両者は無関係
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きか。これは，我々に課せられた大きな課題と言わざる

を得ない。

4.現代社会と技術

現代を特徴付ける最大のものは環境の人工化である。

都市においては，建造物，道路，交通機関，通信網など

が空間を埋めつくし，その中での人々の生活も，人工物

の道具に支えられてのみ成立する。このような状況は，

近代に始まる技術の進歩を根拠として出現したものであ

るが，技術の進歩の中心に技術者がいる。技術者は単に

技術進歩の推進者であるのみならず，その成果が人類・

社会に及ぼす影響についても強い責任を持つ自律的な行

動者でなければならない。

技術者がこのように変化を遂げるとき，技術者の新し

い社会的定義が不可欠となる。このことが，技術者が社

会的に認知された専門職資格を必要とすることの本質的

根拠である。

一方，資格制度の確立とともにーこのような能力を持

つ技術者の教育も，技術の学理を教授する工学教育を高

度化するに留まらず，社会的職能集団としての自覚をも

っ専門職を育成する技術者教育の視点を強化する必要が

ある。このような教育の質的変化と改善を押し進めるた

めに，水準の高い教育を実施していることを専門教育プ

ログラムごとに認定する制度の導入が求められるように

なってきた。(以上は， 1998年 12月 17日付けの「技術

者教育の認定制度及び技術者資格問題に関する日本学術

会議会長(吉川弘之)談話」に基づいたものである。原

文はホームページ http://www.scj.go.jp/data17.html 

を参照のこと。)

健康を維持し，生命を全うするために，我々は健康の

プロ (healthprofessionals) 一医師ーに全面的に頼って

いる。人生の終末一死ーを看取るのもまた医師である。

しかし健康で元気に活動する人生の大部分を，我々は

人工物に囲まれた現代社会で生活を営み，好むと好まざ

るに関わらず，我々の生命や安全を人工物の信頼性に賭

けている。飛行機に乗れば，設計突風強度の限界内では

壊れないはずの機体に命を預け，高層ビルに入れば，設

計地震荷重の範囲内では壊れなしEはず、の5i体構造に命を

任せる。現代人は，利便と引き替えに，自分の命を技術

者が設定する人工物の信頼性、に‘預けているのである。絶

対に安全な技術はない。それだけに技術者の責任は重大

である。

健康のプロが医師であるように，人工物のプロは技術

者である。医師は患者と正対し，その緊迫した関係を直

接受け止めることができる。しかし技術者は，人工物の

ユーザーと直接向かい合うことはない。技術は，巨大な

工場，複雑な販売網，入り組んだサービス業など多くの

組織の介在によって成立する。しかし技術者は，組織の

壁を超えてユーザー一社会ーを感知し，それに責任を果

たさなければならない。技術者が医者並の社会的認知を

得たいとするならば，資格制度や教育をそれに対応でき

るよう整備しなければならない。

1990年代初頭の冷戦体制の崩壊を契機として，経済

活動に先導されてグローパリゼーションの奔流が始まっ

た。加えて 1995年からスタートした WTO(世界貿易

機関)体制のもと，モノに続いてサービスの貿易自由化

が急激に進み始めた。サービスの基本は人であることか

ら，技術者の交流を円滑に進めるための技術者資格の相

互承認や，資格の前提条件である技術者教育の国際同等

性を担保することが求められるようになった。これもま

た，わが国の技術者の在り方を根本的に見直す動機と

なった。

5.工学教育と EngineeringEducation 

我々は長らく， Engineeringを工学と訳して両者は同

等なものと思いこんできた。したがって Engineering

Educationを工学教育， Faculty of ~ngineering を工学

部と訳して，その意味するところも同じと，思ってきた。

我々はまず，その誤解を乗り越える必要がある。

工学とは何か? 工学の定義として現在最も一般的な

理解は， 8大学工学部を中心とした「工学における教育

プログラムに関する検討委員会」が提示している次のも

のであろう。

「工学とは数学と自然科学を基礎とし，ときには人文

社会科学の知見を用いて，公共の安全，健康，福祉のた

めに有用な事物や快適な環境を構築することを目的とす

る学問であるJ
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一方 Engineeringは英語であるから，英語圏の英米の

定義が基準になるo アメリカにおける EngineeringEdu-

cationの認定団体である ABET(Accreditation Board 

for Engineering and Technology)が与えている定義を，

現代に適合するよう一部修正したものが次の表現である。

iEngineeringとは，数理科学，自然科学および人工

科学の知識を駆使し，社会や環境に対する影響を予見し

ながら資源と自然カを経済的に活用し，人類の利益と安

全に貢献するハード・ソフトの人工物やシステムを研

究・開発・製造・運用・維持する専門職業J

工学は学問であり， Engineering はProfessionすなわ

ち専門職業である。工学教育は工学(強いて訳すればEn-

gineering Science) という学問を教える教育であるが，

Engineering Education はEngineering(強いて訳すれ

ば技術業)という専門職業に関わる教育全般を指してい

るo 従って，職業の知的基盤を形作る学理(数理科学，

自然科学から設計学のような人工科学までを含む)を学

習するに留まらず，技術者として必要な判断力と実行力

を強化する教育，すなわち教養教育(社会，経済，経営

を含む)，倫理教育，総合力を養う設計教育，コミュニ

ケーション力と自主的学習能力の強化，実地経験などを

含まなければならない。

工学教育と EngineeringEducationにこれだけ大きな
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議離がありながら，なぜ今までその違いを放置してこら

れたのか。それは，我が国に独特なものとして，教育に

関してアカデミアと産業界の暗黙の役割シェアリングが

あったからである。大学は知識だけを詰め込んだ素材を

供給し産業界がそれを一人前の技術者に，それもわが

社に適した技術者に育てるという図式のもとでは，むし

ろ工学教育の方が望まれてきたのである。

工学教育の改革を訴えるとき，かならず過去の成功談

が持ち出される。戦後の驚異的な産業発展を人材供給サ

イドから支えた工学教育関係者の自負は，私もその一員

であっただけによく理解できる。しかし時代が変わった

のである。これから求められる人材は，専門の基礎知識

を確実に身に付けているという基本の上に，社会・経済

にわたる広い視野，自主性と独創性，問題解決力などが

求められる。教育もそれらの要求に実質的に応えられる

よう，単なる知識の詰め込みでなく，自立して力を発揮

できる個としてのプロフェッショナルの育成に重点を切

り替える必要がある。この転換こそが，我々の教育を世

界標準に近づける第一関門である。

Engineeringという専門職業に携わるひとがEngi-

neer (技術者)である。 EngineeringEducationとは En-

gineerを育成するための教育であることを考えると，

これを工学教育と呼ぶより技術者教育と呼ぶ方がより内

容を直裁的に表現している。世界標準に適合するために

求められる教育の改革は，簡単にいえば工学教育から技

術者教育への転換である。

6.評価と認定，機関認定と専門認定

我が国の高等教育機関は，大学設置・学校法人審議会

の審査を経て設立が認可される。校地・建物面積，教育

設備，教員の数と質が基準に適合しているか細かく

チェックされているから，少なくとも初期品質について

は十分な保証がある。開学後は，文部省の視学委員によ

る監査，自己点検・自己評価による自主的改善，大学基

準協会の加入審査・相互評価などを通じて教育の質を高

める仕組みが存在している。しかしこれらの日本的仕組

みは品質向上運動としては理解されても，定期的な評価

によって一定の品質に満たないものを排除するという欧

米的な品質保証の感覚からみると，説得力のある認定シ

ステムとは言い難いところがある。

高等教育に関する品質保証は，大きく分けて機関認定

(institutional accreditation) と専門認定 (professional

accreditation)に分類される。前者は，教育機関ごとに，

それが提供する教育の質と，その質を維持・向上する組

織的メカニズムを評価の対象とし，基準に満たないもの

を排除する。従って，上述の我が国の品質保証システム

は，それらを総合して教育機関認定を目指しているもの

と理解できるが，設置後継続的に最低水準を保証する機

能が欠如しているから，国際的な説得力に欠ける憾みが

ある。一方，専門教育プログラムごとに，成果(outcomes)
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に焦点を当てつつ要求基準を満たしていることを保証す

る専門認定については，我が国では皆無といって良い。

アングロサクソン系の国々を中心に，技術者教育の専

門認定システムが完備されている。アメリカの ABET

(http://www.abet.org)やイギリスの Engineering

Council (http://www.engc.org.uk)などは，国を代表

する唯一の組織として技術者教育の専門認定を行ってい

る。我が国でも，透明性があり説得力のある技術者教育

の認定システムが必要である。これを怠ると，品質保証

もなくノーブランドの状況におかれた工学(技術)系の

学生が，国際的な取り決めの中で不利益を被る局面がこ

れから多発する。加えて留学生に対する教育上の魅力も

激減するであろう。

t 

7. 日本技術者教育認定機構の設立

上述の事態を改善するため， 1997年7月に日本工学教

育協会と日本工学会が共同し，大学・学協会・文部省・

科学技術庁・通産省・経団連などの代表が参加するなか

で「国際的に通用するエンジニア教育検討委員会J(委員

長:吉川弘之)を発足させた。これは，端的に言えば日

本版ABETをどの様に立ち上げるかを検討する組織で

ある。その後準備が進み， 99年2月始め工学系の学部，

大学および学協会あてに技術者教育認定制度案が配布さ

れ，検討の依頼が行われた。またそれを担当する日本技

術者教育認定機構(JapanAccreditation Board for En-

gineering Education， ]ABEE， http://www.kanazawa-it. 

ac.j pl] ABEE/) についても，設置を念頭に設立趣旨の

説明が行われた。案に対して寄せられた意見を参考にし

つつ制度と認定機構の修正を行い， 99年9月1日に第 1

囲設立発起人会を聞き， 99年 11月19日に ]ABEEが設

立された。設立後 2年間は認定の試行を行い，経験を反

映させながら本格認定作業に向けて制度の改善を行う。

また審査に当たる評価者の訓練も合わせ行う。

なお，設立後 2年を目途に本格認定に移行し，同時に

社団法人格の取得とワシントンアコードへの加盟を目指

している。

・設立の趣旨

技術者育成に関わる理工農学系高等教育が「学理 (En-

gineering Science) を教授するとともに，専門職として

の技術者を育成する」ことを明確に意識し教育の質を

継続的に高い水準で実現できる仕組みを整備する。その

手段として，我が国独自の技術者教育プログラムを設定

し，その認定を行う組織として日本技術者教育認定機構

を設立する。この機構は，学協会と密接な協力をはかり

つつその目的を達成するとともに，我が国を代表する技

術者教育認定団体として，技術者教育の国際同等性を相

互に認めあう協定(ワシントン・アコード)に加盟する

ことを目指す。

・審査・認定の主役

技術者教育の基準を設定したり評価を行ったりする認
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定作業には，分野別の教育・研究者と技術者の集団であ

る各学協会が主体的な役割を果たさなければならない。

大学は認定については「される側」であり，主役ではな

い。多くの学協会は，英文名に Engineers或いは Engi-

neeringの語を含んでいる。そのような学協会は英文名

の精神に立ち返り，後継者養成である技術者教育認定の

作業に深く関与すると共に，大多数を占める会員技術者

の専門家としての能力を生涯教育 (ContinuingProfes-

sional Development， CPD)を通じて守り通すことによっ

て，会員と共存共栄をはかる境地に一日も早く到達しな

ければならない。

なお，専門分野をどのように分割するかは，残された

最大の問題であるo 単独の学協会が個別の分野を担当す

るケース，関連ある学協会が集合体を作って協力しあう

ケースなど，今後の検討に待つところが大きい。

・認定の目的

1.質的保証社会に対し，技術者教育の質がその要求

水準および国際的水準に達していることを保証する。

2.技術者教育の国際的相互認定などへの対応 国際的

相互承認問題等が生じた場合には本制度で対応する。

3. 認定プロセスを通じた技術者教育の継続的改善 単

に最低水準に達していることを保証するだけでなく，

教育の質がより向上することに役立てる。

・基本方針

1. 4年制理工学系学部および2年の専攻科を持つ工業

系高等専門学校と短期大学の技術者教育プログラム

を認定する。数学，物理，化学，生物などの理学や

農学に属する学科，コースであっても，要求基準を

満たす教育プログラムは認定の対象となる。

2.大学の独自性・多様性・革新の障害となってはなら

ない。

3. 強制ではなく，当該学科・専攻・コース等の希望に

より実施する。

4.認定基準やプロセスを公表する(透明性の碓保)。

5.権威ある中立的第三者評価とする。

6.認定されたプログラム(学科・コ}ス等)を公表す

る。

7.認定の有効期限を当面 5年とする。

8.公正な一貫性のある評価とする。

9.合理化して，無用の仕事を作らず，なるべく費用を

かけない。

10.本システム自体も周期的に評価して見直す0

・審査方法

1 .認定は自己点検結果をもとにして実地審査により行

つ。
2.審査内容 各大学で独自に立てた具体的教育目標に

基づいて，教育手段(入学者選抜方法，カリキュラ

ム，教育組織)および教育環境(施設・設備，財源，

学費・住居などの支援体制)の目標に対する達成度

や教育改善方法(自己点検システム，継続的改善シ

ステム)を評価する。ただし，大学基準協会等との

認定と重複するものは不要とする。教育目標の達成

度の評価は各大学でその方法を考え，証拠を示して

もらう(例:試験問題と合否回答例，設計成果，レ

ポート，ビデオなどの提示)。なお，大学，学科，

時代により各プログラムで具体的目標は異なるはず

であり，その目標に相応しい入学者選抜方法，教育

方法，目標達成度などの評価方法を各プログラムで

工夫してもらうことにより，大学の独自性を出すこ

とが期待される。

3.審査委員は，関係学協会等から推薦された人の内か

ら委嘱する。なるべく多くの評価専門家を育てるこ

とも考慮して，各大学のプログラムにつき少なくと

も1人の経験者を育てることを目標とする。企業関

係者も数百人規模で育てる。

・審査基準

技術者教育の認定を受けるには，その教育プログラム

が，分野を問わず適用される共通基準と，専門分野ごと

に設定される分野別基準を満たす必要がある。共通基準

は，現在の試案では以下の項目を満たすことを求めてい

る。

(a) 人類の幸福・福祉とは何かについて考える能力と

素養(教養教育を含む)

(b) 工学的解決法の社会および自然に及ぼす効果，価

値に関する理解力や責任など，技術者として社会

に対する責任を自覚する能力(技術者倫理)

(c) 日本語による理論的な記述力，口頭発表力，討議

などのコミュニケーション能力，および国際的に

通用するコミュニケーション基礎能力

(d) 数学，自然科学，情報技術 (IT)および工学 (en-

gineering science)に関する基礎知識とそれを応

用できる能力

(e) 変化に対応して継続的，自律的に学習できる生涯

自己学習能力

(f) 種々の科学・技術・情報を利用して社会のニーズ

を解決するデザイン能力

(g) 与えられた条件下で計画的に仕事を進め，まとめ

る能力

・成果，印刷物

1.認定結果(大学・学部・学科あるいは専攻，コース

名，と認定の有効期間，和英両方で印刷公表)

2. 当該学科への認定コメント(改善点など，非公開)。

特に教育を通じて実現された学生の能力増加(付加

価値)にたいする評価点を知らせる。良い評価を得

た大学ではこれを積極的に利用することが期待され

る。

3. 自己点検評価フォーマット(和英で公表)

4.審査基準と方法(和英で公表)
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8.国際的品質保証とワシントンアコード加盟

技術者教育の国別の認定システムとは別に，技術者教

育の質的向等性を国境を越えて相互に承認し合う協定，

いわゆるワシントンアコードが 1989年に締結された。

最初はアメリカ，イギリス，カナダ，オーストラリア，

ニュージーランド，アイルランドの六カ国を代表する技

術者教育認定団体が調印したが，現在は香港と南アフリ

カが加わっている。現在，ワシントンアコード加盟団体

により認定された大学の教育プログラム(大学と学科名)

が，冊子となって世界中に流布している。その中に，我

が国の大学に関わるものは皆無である。

現在，ワシントンアコード加盟国はアングロサクソン

系あるいは英語圏の諸国に限られている。ヨーロッパ連

合を代表する FEANI(European Federation of National 

Engineering Associations. http://www.cri.ensmp.fr/ 

feani/)や日本は，これまでオブザーーパーとして接触を

保ちながら動向をフォローしてきた。間もなく JABEE

が立ち上がれば，認定が軌道に乗り始める機会を捉えて，

当然ワシントンアコード正式加盟を申請する。なお，ワ

シントンアコード加盟国体は，何れも国家から独立した

民間の認定団体であるo

間もなく導入が始まる APECEngineerは，基礎教育

として必ずしも認定を要求していない。しかしワシント

ンアコード加盟国を中心に実現が図られている Interna-

tional Engineerは，基礎教育について同等性のある認

定を要求している。これからますます重要になるグロー

バルな技術者資格に我が国の教育を対応させるためには，

ワシントンアコードに加盟することが最も確実な手段で

あろう。

9.技術者の生涯キャリアー

一全体システムの最適化を目指してー

プロが重視され，社会の要所要所を責任をもって支え

る因。そのようなプロのーっとして技術者がある。技術

者が，教育から始まって経験を重ね，適切な時期に国際

的に認知される我が国の技術者資格を取得し，更に経験

を重ねながら，必要に応じて， PEやCEng?ような欧

米諸国の資格や， APEC EngineerやInternationalEngi-

neerなどの国際技術者資格の取得を目指す。また自ら

の知識・能力の陳腐化を防ぐため，継続専門教育(CPD)

を制度化する同時に，仕事を続けながら CPDを受けら

れるシステムを完備する。これは，生涯にわたって生き

甲斐のある仕事を果たせる個人にとっても，また技術者

の能力を最大限に引き出して産業競争力を高めようとす

る国の政策としても，共に望ましい目標である。

プロが重視され，生涯にわたって能力を発揮できる社

会とするためには，全体システムが優れていなければな

らない。これまでは，教育は文部省，技術者資格(技術

士)は科学技術庁，建築士資格は建設省，生涯教育は文

部省と労働省，技術者の能力アップによる国際競争力の

強化は通産省といった具合に，省庁個別の努力はあって

も，システム全体を統一的に設計する視点が欠加してき

た。これは日本のあらゆる分野で共通の現象である。

国際的に整合性のある新しい技術者資格制度が，現在

技術士審議会でほぼ審議が終わり，その報告書案が昨年

末からウエプ上で公開され国民の意見を求めた。私はこ

の審議に加わりながら，技術者個人にとっても，社会に

とっても，最も好ましいシステムに作りに努力してきた。

新しい技術者資格制度の基本は，技術士をプロとして

の技術者の標準資格と位置付け，その数を現在の技術士

(約 4万人)の 10倍以上に拡大することである。また資

格取得の標準年齢を 30才前後とする。試験は， 4年制大

学の卒業生を対象とする 1次試験と， 1次試験合格後少

なくとも 4年間の実務経験を経た後に受験できる 2次試

験に分けられる。なお， JABEEが目指している認定さ

れた技術者教育を修了したものには， 1次試験免除の道

が聞かれる。資格取得後，日本技術士会や専門学協会が

行う継続専門教育を受け，その記録を個人ごとに集計し

て開示できるようなシステムを整える。また，技術士資

格の活用を図るため，官民挙げて制度を整える。将来は，

二国間協定によって， PEやCEngなどとの相互承認を

図るとともに， APEC EngineerやInternationalEngi-

neerと容易に接続できるよう配慮する。これらを盛り

込んだ新しい技術士法が今年度中に成立を目指している。

表題に謡ったように「オレは技術者だと，誇り高く語れ

る日」が一日も早く実現するためには，成すべきことは

まだまだ多い。 以上
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